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１．問題提起と硏究目的�

　少子・高齢化現象は，福祉先進国たちで見られる一般

的であり共通的な現象だが，韓国の人口の高齢化の速度

が，英国，ドイツなどの国に比べてはるかに速く進んで

いる一方，核家族化と女性の就業の増加，家族の扶養価

値観の変化による家族の介護機能の弱化などにより，長

期療養保護に対する社会的需要がさらに増大し，深刻な

社会問題として台頭され，多くの国家的政策課題を与え

ている．これに対し高齢化社会で深刻に台頭する介護の

問題に能動的に対処するため，韓国政府は，1999 年か

ら老人療養保障制度の導入についての議論と，2000 年

以来，様々な諮問委員会を運営し，韓国に適切な制度の

模型を研究するなど，�７年以上の政策過程を経て，2007

年４月の国会で，『老人長期療養保険法』が制定される

ことで 2008 年７月１日から老人長期療養保険制度が施

行された．

　ところが，老人長期療養保険法が国会で制定されるま

で約７年間の議論の過程の中で，適用対象と適用範囲，

給与の範囲，サービス提供システム，財源調達と財源分

担の方法，制度の導入時期などにおいて，多くの内容の

変更が行われたが（イ・クァンアゼ，2007：98），どの

ような過程でどのような形態（内容）で，そしてなぜこ

のような変化が生じれているかについて深い疑問を持つ

ようになった．

　日本の状況と比較してみると，日本は，高齢者介護

の問題に適切に対応し，国民の介護不安をなくすため

に，新しい高齢者介護システムについての議論が 1980

年代末から開始され，2000 年４月の介護保険制度を実

施し，施行 11 年目を迎えており，韓国は，高齢者療養

（介護）の問題が提起された背景と問題の状況，これに

対する政策の策定方案が，日本に似ている．しかしな

がら，韓国の老人長期療養保険制度は，ドイツ，日本

などの福祉先進国の検証のある制度の導入というより

は，一種の実験的な事例にも見えるし，主要な争点に対

して社会的合意が不十分な中で，政府の制度の導入推進

の日程に応じて政策決定される傾向が強いので，制度

の施行に伴う多くの問題が表出されると予想される．��

　日本の場合は，法制定以来，法の施行前までの準備期

間の間にも数回の制度の実施延期，財政方式の変更など，

政治的混乱が多かったが，これは政府主導の下に進めら

れてきた政策決定過程の議論の過程で問題を内包してい

たことを示している韓国に多くの示唆を与えている．そ

のため，人口・社会学的背景と政策の策定過程が似てい

る日本の介護保険制度の政策過程を比較分析する政策的

な実益が非常に大きい．高齢者長期療養保険制度関連の

ほとんどの既存の研究は，政策過程段階別に政策參加者

間の相互作用と政策ネットワークの模型を分析し，政策

産出への影響を分析するのに一定の限界がある．

　これらの既存研究の限界点を認識し，克服するために，
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本研究では，老人長期療養保険制度のアジェンダ形成の

段階から，政策決定の段階までの過程の段階別に，政府，

国会，学界・専門家，高齢者関連団体，市民団体などの

政策決定參加者間の相互作用と老人長期療養保険法とい

う政策産出への影響を分析し，韓国と日本間の老人長期

療養介護）保険制度の政策決定過程を相互に比較研究す

ることで，示唆を導出し，施行初期の韓国の老人長期療

養保険制度が，真の国民のための社会保障制度として完

成され，今後の社会福祉政策を計画して進める上での基

礎研究資料として活用されることを目的とする．

２．理論的背景と先行硏究の考察�

１）理論的背景�

　政策の概念は，学者によって多様に定義されるが，政

策過程は，問題のイシュー化過程を経て政策が決定さ

れ，どのように執行，評価できるのかを政策の全過程を

動態的に見るの概念として多様に分類されている．本研

究では，老人長期療養保険の政策過程をアンダーソン

（Anderson，1979）の分類とソン・グンウォンとキム・

テソン（2002）の分類に基づいて，アジェンダ形成期，

政策代案摸索期，政策決定期，政策執行期，政策評価期，

５段階の過程に区分する．�

　政策過程の代表的な模型である多元主義（pluralism）

と組合主義（corporatism）模型は，政府と集団間の相

互作用による政策決定過程を十分に説明することができ

ない限界を持ち，利益集団のほか，議会，言論（マスコ

ミ），政党，市民団体などの多様な行為者が介入してい

る現実の政策過程を説明するには明らかな限界があり，

政策過程に参加する様々な行為者間の柔軟な相互作用を

理解することができる包括的な理論模型の必要性が提起

されている．政策ネットワーク模型は，1980 年代半ば

以来，西欧の政治・行政学者に，政策決定と政策変更の

過程を理解するための有用な理論的枠組みとしての関心

を集めるようになり，韓国でも 1990 年代以来の政策環

境の変化に加え，既存の模型を代替する理論的枠組みと

して注目を集めている（キム・スンヤン，2003：108）．

　また，政策ネットワーク模型を通して，政策産出（結果）

を説明したり，比較分析するには，�政策ネットワークを

類型化する必要があり，ローズ（Rhodes，1988）とイ

シャイー（Yishai，1992）が分類した政策ネットワーク

模型からの共通分母をなす模型を抽出して，３つの模型

である下位政府模型（鉄の三角），政策共同体模型�，イ

シューネットワーク模型に分けて分析する．

２）先行硏究の考察�

　政策ネットワークの理論は，米国を中心としたロ

イ（Lowi，1972），リプリーとフランクリン（Ripley�

and�Franklin，1984）の下位政府の模型に関する研究

と，英国を中心としたリチャードソンとジョーダン

（Richardson�and�Jordan，1979）の政策共同体模型の研

究から始まり，今では全世界での意思決定過程の研究の

枠組みとしてその座を占めている．韓国でも 1990 年代

後半から政の策ネットワーク理論に興味を持つようにな

り，社会的勢力と市民勢力の成長などの政策環境の変化

に応じて様々な政策參加者のネットワークの現象に注目

した研究が数多く行われている（ホン・ギョンジュン．

ソン・ホグン，2005；キム・スンヤン，2003；シン・ド

ンミョン，2006 年）．

　韓国と日本間の老人長期療養保険制度の研究には，導

入環境の比較研究（オム・ギウク，2004），日本の介護

保険政策（政治）過程の研究（ユン・ムング，1999；增

田雅暢，�2003；和田雅暢，2007）などがあるが，両国間

の老人長期療養保険の政策過程への直接的な相互比較研

究は，まだない状態である．

３．研究方法と研究の枠組み

１）研究方法と研究の範囲

　本研究は，主に文献研究に依存している．老人長期療

養保険法と介護保険法制定に関する政策決定過程につい

ては，保健福祉部と厚生省１の様々な資料と国会の法案

審議の資料を主に活用し，保健福祉部からの制度導入の

ために作動させる公的老人療養保障推進企画団，公的老

人療養保障制度実行委員会の資料を活用している．日本

の制度との比較研究のために，日本の介護保険制度に関

する厚生省の関係機関の高齢者介護対策本部と研究会，

与党福祉プロジェクトチームなどの研究資料と介護保険

制度の政策過程を詳細に記述された専門家の資料を活用

した．また，2004 年３月から 2007 年７月までに，保健

１�� 2001 年 1 月６日，中央省庁改編によって厚生省が厚生労働省と組織変更されたが，本研究では政府組織の変更以前に展開された
政策過程を取り扱っているため‘厚生省’で記述する．
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介護保険政策過程の韓日間比較研究　　　　
―�政策ネットワークが政策決定に与える影響を中心に�―

福祉部の老人長期療養保険法の制定作業と制度の研究，

モデル事業の推進に直接参加した一員として，筆者の経

験も反映している．�

　本研究の範囲は，第一に時間的な範囲として，韓国の

老人長期療養保険制度については，制定の議論が提起さ

れた 1999 年から法律が施行される直前の 2008 年６月ま

でを，日本の介護保険制度については，新たな高齢者介

護システム導入の議論が始まった 1989 年から 2000 年３

月までの政策過程を研究対象としている．

��第二に，政策過程はアジェンダ形成期，政策代案摸索

期，政策決定期，政策執行期，政策評価期など５段階に

区分するが，本研究では高齢者長期療養保険制度の政策

過程の政策ネットワーク分析を目的とするため，アジェ

ンダ形成期，政策代案摸索期，政策決定期（政府案決定

期，国会審議決定期に区別する）を分析対象とした．

＜表 1＞　本研究の政策過程段階別区分

政策過程�区分 韓�國 日�本
アジェンダ形成期 1999．10�-�2003．２ 1989．12�-�1994．12
政策代案摸索期 2003．３�-�2004．12 1995．１�-�1996．４

政策決定期
政府案決定期 2005．１�-�2006．２ 1996．５�-�1996．11
国会審議決定期 2006．３�-�2008．６ 1996．12�-�2000．３

　第三に，民・官が一緒に参加した政策協議会での議論

は，政府内の政策決定，国会の法案審議・議決の過程の

両方を含めて，政策過程段階別に政策代案が設けられた

り政策が決定されたりした主な内容を検討した．政策參

加者の範囲には，公式的な參加者に行政省庁（大統領と

地方自治団体を含む），国会，そして非公式な参加者と

して，社会福祉，医療界，学界・専門家集団，市民団体，

経営者団体，労働界，女性界，言論（マスコミ），高齢

者団体，障害者団体，政党，国民健康保険公団（以下�‘健

康保険公団’と呼ばれる）に限定している．

２）研究の枠組み

　両国における介護保険制度２導入の必要性が提起され

アジェンダとして採択された後，最後の法律制定段階ま

でに内容が継続して修正されたのは政策決定に参加した

様々な団体，とくに主導的な政策参加者の変化と参加者

間協議，調整，対立など多様な相互作用の結果と言える．

本研究の目的は政策過程における政策ネットワークがど

のような役割をし，政策産出にどのような影響を与える

のかを分析することにある．したがって，政策環境と政

策ネットワークとの関係，政策ネットワークと政策産出

間の因果関係を明らかにする立体的な分析が必要である

（パク・ハジョン，2008：41）．

　このため，本研究においては政策ネットワークその

ものの属性に影響を与える外的な要素である政策環境

（policy�environment），政策ネットワークそのもの，そ

れから政策ネットワークによる影響を与えられる政策産

出という三つの構成要素で区分する．

　政策環境には�政策遺産（policy� legacy）と老人福祉

政策の変化，政治・社会・経済・文化的環境で区分して

分析する．政策ネットワークそのものに関しては政策参

加者と政策参加者間相互作用が分析の対象になる．政策

参加者に対しては構成員（メンバー），参加者の理解，

権力関係の三つの要素を中心に分析する．政策参加者間

相互作用に対しては相互作用の属性と連繫形態を中心に

分析する（イ・ホンユン，2000）．�＜図１＞は研究の分

析枠組みである．

＜図１＞　研究の分析枠組み

保険

保険

４．介護保険制度の政策環境の比較分析

１）政策遺産

　第一に，韓国の場合，現行健康保険制度は急性期の疾

病治療が中心となっており，介護給付がまったく含まれ

ていない．�第二に，全体医療費のなかで老人医療費が

占める比重が大きく増加（2008 年度 30％）して健康保

険財政を悪化させているため，老人に対する医療費用と

長期療養費用の間に合理的な調整の必要性が大きく台頭

２�� 韓国における介護保険制度の公式的な名称は老人長期療養保険制度であるが，本稿では介護保険制度で統一して使うことにする．
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された．第三に，老人介護サービスの提供根拠であった

老人福祉法による介護サービスは主に低所得層を対象と

した限定的なものであるため，高齢化社会に対応する普

遍的な制度の導入を考えなければならなかった．

　一方，日本の場合，介護保険法制定の政策遺産は次の

通りである．第一に，老人福祉制度と老人保健制度に分

かれた現行制度としては老人の介護問題に対応すること

が困難である．第二に，老人福祉施設の整備がなされて

いない現実の状況では社会的入院により医療費の急激な

増加をもたらす．第三に，ここに急激な老人医療費（全

体医療費の 35％）の増加を抑制し，国家の負担を減ら

す方案の模索が必要な状況であった．

２）�老人福祉政策の変化

　1997 年ＩＭＦ経済危機によって‘国民の政府’の社

会福祉政策は‘生産的福祉’が掲げられた．これにより

失業者と貧困層などの社会排除層の生活を脅かす問題を

克服するために国民基礎生活保障制度の導入など画期的

な変化をもたらした．‘国民の政府’�を引き継いだ盧武

鉉政府は社会福祉政策路線として‘参与福祉’を掲げた．

低所得層中心の福祉から全国民のための‘普遍的な福祉’

へ政策方向を展開した．そして急速な高齢化による社会

的危機意識を背景にして高齢社会に備え，社会サービス

の職を拡充する方案の一環として介護保険制度を積極的

に検討するようになった．

　一方，日本の老人福祉政策は戦後直後，貧困，失業問

題に対応するために生活保護制度が中心となってきてお

り，高度経済成長の経験を経て老人，障害者など社会福

祉サービス政策が展開された．1980 年代における老人

保健福祉政策は新保守主義の政策基調によって多様な福

祉ニーズに対処するための財政およびサービス効率化政

策が進められており，在宅福祉とサービスの供給主体の

多元化を模索した．連立政府が執権した 1990 年代にお

いては社会福祉の再構築が展開される時期である．保健・

医療・福祉が連係および統合された‘地域トータルケア

システム’の構築，施設の基盤整備のための‘ゴールド

プラン’など施設計画の策定と高齢化政策にオールイン

（all�in）した政策方向であった（チャン・ビョンウォン，

2008：70-71）．

３）�政治・社会・経済・文化的環境

　まず，政治的環境から触れることにする．韓国の政治

体制は大統領中心制として社会福祉政策の産出，執行過

程においてもその影響力は非常に大きいのが特徴であ

る．介護保険制度の導入は与野党，大統領にとって有権

者階層である老人の政治的支持を得られる十分なことで

あった．そのため，制度導入に対して時期尚早という批

判にもかかわらず，法律が早期に制定されたのは 2008

年の選挙にあわせ老人有権者の票を意識した政治的背景

が強く働いたといえる．

　一方，日本の場合，55 年自民党の長期執権体制は政

治的スキャンダルの構造的な腐敗と消費税の新設などに

よって単独政権が崩壊され，1993 年に細川と非自民連

立政権に交替された．細川政権は 1994 年２月，高齢者

福祉対策を樹立するために消費税の廃止および国民福祉

税の新設を発表したが，これは内閣退陣の要因となった．

厚生省は国民福祉税が新設されると，新しい社会保険方

式の介護保険制度の導入の正当性はなかったと判断した

が，５％の消費税の引き上げが決まることによって，新

ゴールドプランの施行のための予算確保ができなくなり

本格的に介護保険制度の検討を始めたのである（オムギ

ウク，2004：�304-306）．

　次は社会・経済・文化的な環境をみる．第一に，高齢

化率が高い国であるほど，特に後期高齢老人が多い国で

あるほど介護を必要とする対象者の数が多いということ

が予想できる．こうした意味で，韓国と日本は世界のな

かでもっとも早く高齢化が進んでいる．韓国は介護保険

制度をすでに実施している先進福祉国家に比べ高齢化率

が低いが，高齢化スピードがもっとも速いため，政府に

とっては介護問題に対する対応システムに前もって対処

したといえる．

　第二に，韓国と日本は儒教の伝統が深い国として老人

は自宅で家族の扶養を受けながら生活してきた．しかし，

急速な経済成長と産業化の影響によって伝統的な家族主

義が衰退し，家族規模の縮小，老人夫婦世帯または老人

単独世帯の増加，女性の経済活動率の増加などによって

家族扶養機能が大きく弱まった．

　第三に，韓国の場合，老人のなかで慢性疾患を一つ以

上もっている老人が 91％で，福祉サービスに対する意

識構造の変化，介護の必要性に対する認識変化などによ

って介護ニーズの多様化が増大した．日本の場合，老人

福祉制度の措置制度のもとでの利用者の不便さや，社会

的入院による医療費増加など従来の福祉制度の限界が存

在していた．

　第四に，韓国において本格的に介護保険制度に関する

議論を始まった 2003 年はＩＭＦ経済危機を克服し，経
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済がよくなる局面であったため経済問題を理由にして制

度導入に対する反対はなく，社会サービスの職を拡大で

きるプログラムになると判断して推進した．�

５．政策過程別政策ネットワークと政策産出の比較分析

１）アジェンダの形成期

⑴　アジェンダの形成過程と政策ネットワーク

①　韓国�

　老人長期療養保障制度に関する政府レベルの最初の議

論は 1999 年の末から開始されたが，高齢者福祉の専門

家が大統領に『老人保健福祉の中長期発展計画の推進状

況』" を報告する席で 2000 年度の高齢化社会の進入に

応じて老人長期療養の保護の必要性を提示しながら『老

人長期療養の保護政策の研究団』（2000 年１月に『政策

企画団』に名称が変更された）の構成を提案・運営され

研究活動が行われた（保健福祉部・政策企画団，2001）．

これとともに政府は，2000 年７月の健康保険の統合お

よび医薬分業の施行以来，健康保険の財政破綻という危

機的状況において総合対策が策定され『老人療養制度の

導入』が提示され，2001 年８月 15 日金大中大統領祝辞

で公開的に提示して政策アジェンダの地位を確立するこ

とになった．また，2002 年７月には国務総理傘下の『老

人保健福祉対策委員会』で社会保険方式の制度の導入が

定式化され（国務調整室，2002），保健福祉部は 2003 年

1 月に大統領職引継ぎ委員会に新政府の推進課題の一つ

として老人療養保障体系を 2007 年までに構築する案を

報告し，収容されることで盧武鉉政府の政策アジェンダ

に採択されたのである（保健福祉部，2003．１）．

　アジェンダの形成期における政策参加者としては大統

領，総理室（老人保健福祉対策委員会），保健福祉部，

政策企画団，韓国保健社会研究院，執権与党，そのほか

学界・専門家集団などがあげられる．このなかで主導的

な役割を担ったのは保健福祉部と政策企画団である．ア

ジェンダを形成する段階では利害関係者が多数参加する

のが一般的である．しかし，老人長期療養の政策ネット

ワークではサービスの対象となる老人団体と市民団体が

参加しなかったのが特徴である．社会的争点化が行われ

ていなかった状況下において政策の必要性という理由の

もとに政府が主導してアジェンダを設定したのである．�

　保健福祉部と学界・専門家集団は，新たな福祉制度の

導入を通じて高齢社会に備え政府対策を進めていくこと

によって政府の位相を高め，社会福祉の領域を広げてい

くという認識を共にした．与党は新制度の導入を通じて

老人層の支持を得ようとする政治的目的を持っていた

（パク・ハジョン，2008：�63-64）．

②　日本

　1980 年代末に新たな高齢者介護システムについての

議論が本格化して，『介護の社会化』の議論は 1989 年

のゴールドプランの�樹立をきっかけに盛り上がる．こ

れまで水面下で構成されてきた議論が 1989 年には厚生

省の内部で『介護対策検討会』が設置され介護保険の構

想と同様の内容を検討することになった．日本政府が正

式に介護保険の導入を検討し始めた直接のきっかけは

1994 年３月の『高齢社会福祉ビジョン懇談会』（厚生省

大臣の私的諮問機関）の“21 世紀福祉ビジョン”であ

った．ここでは，“国民の誰もが，近い所で，必要な介

護サービスを円滑に受けることができる”21 世紀に向

けた介護システムを構築する必要があることを提言した

（ユン・ムンク，1999：72）．

　厚生省はこの提言を受け 1994 年４月に『高齢者介護

対策本部』を発足し，６月には同本部内に専門家を追加

して『高齢者介護・自立支援システム研究会』を設置・

運営している．�同研究会では，12 月に“新たな高齢者

介護システムの構築を目指して”という報告書を公表す

るが，これは社会保険方式の導入，検討に言及した厚生

省の初の報告書でこれを前後に公的介護保険の創設に

ついての議論が作り出された（チャン・ビョンウォン，

2008：233-234）．�

　アジェンダの形成期の政策参加者としては内閣（社会

保障制度審議会），厚生省と厚生省関係機関である高齢

社会福祉ビジョン懇談会，高齢者介護対策本部，高齢者

介護・自立支援システム研究会，大蔵省，地方自治団体，

全国日本自治団体労働組合，学界・専門家集団，日本医

師会，言論などがあげられる．このなかで主導的参加者

は厚生省と高齢者介護対策本部，専門家集団である高齢

者介護・自立支援システム研究会であった．

　この段階においては高齢社会への転換による介護ニー

ズの増加および福祉財源確保などの問題に対応するため

の新たな老人介護システムを導入する必要性が台頭し

た．これによって厚生省は事務局と専門家集団を構成・

運営して主導的にアジェンダを形成していった．したが

って，老人福祉関係団体の参加と役割は少なかった．大

蔵省は消極的に賛成した反面，自治省は介護保険実施主

体と関連して慎重な立場をみせた（和田�勝編，2007：

62�;�パク・グァンジュン，1997：217）．
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⑵　政策ネットワーク模型と政策産出の比較分析

　両国ともに政府の意図に応じて専門家集団によって主

導された政策ネットワークであり，参加者の範囲に多少

違いがあるが包括的でもなく，ほとんどの参加者間の相

互作用が協力的な政策共同体模型と見られるが，韓国の

場合には利益集団，地方自治団体が参加していない点

から見て不完全な共同体模型に近い（イ・グァンジェ，

2009：60，71）．�

　また，韓国のアジェンダ形成期の場合，政策産出は，

社会的争点とされていない状態において政府と学界・専

門家集団の主導の下，基礎的な制度研究のレベルで検討

された．日本の場合には，政策の参加機会の拡大により

利害関係の団体が所属の利益のために意見書を多様に提

出したが，厚労省は制度の骨格についての基本的な方針

を持っていて，利害関係団体からの意見は，政策産出に

反映されていないため，政策産出は厚労省の私的諮問機

関と専属事務局の意見を政策に反映した段階ではなく，

厚労省が内部的に検討したシステムの試案レベルである．

２）政策代案の模索期

⑴　政策代案模索過程と政策ネットワーク

①　韓国�

　保健福祉部は，2003 年３月に『公的老人療養保障推

進企画団』（以下，『推進企画団』と略す）を設置し，４

月に大統領業務報告で 2007 年施行の目標として“公的

老人療養保障制度”を導入すると報告しており，導入の

準備のための職制を改編した．推進企画団は，１年間の

研究活動を通じ制度の導入案について概略的な原則と戦

略を提示したが，障害者を含むかどうかや管理運営主体，

給付形態と水準，報酬体系などの重要な事項については

合意することができず今後の検討課題として残された

（保健福祉部・推進企画団，2004）．推進企画団案をもと

に具体的な実行模型を用意するために保健福祉部は，『公

的老人療養保障制度実行委員会』（以下，実行委員会と

略す）を構成・運営して，より具体化した．また政府は，

実行委員会で提示された“介護保険制度試案”について，

数回の内部政策討論会を開催し意見を収斂している（保

健福祉部・実行委員会，2005）．

　政策代案模索期の政策参加者としては大統領，保健福

祉部，推進企画団，実行委員会，韓国保健社会研究院，

企画予算処，そのほか学界・専門家集団，老人関連団体，

市民団体，国民健康保険公団，労働・経済団体，言論な

どがあげられる．主導的な参加者は政策代案を準備する

核心的な役割を担った推進企画団および実行委員会，韓

国保健社会研究院である．

　参加者の利害は社会福祉政策の分析枠組みに基づいて

整理する．第一に，適用対象の問題である．推進企画団

の議論段階から障害者を適用対象とするか否かに対して

異論が多かった．市民団体，労働団体，一部教授らは障

害者を含めた全国民を対象とすべきである主張し，保健

福祉部と予算処は政府財政負担および実行問題を考慮し

て老人に限定することを主張した．実行委員会の審議結

果，多数の意見は障害者に関しては政府によって別の対

策を準備することを建議するものと決定した．

　第二に，給付の範囲に対する事項である．推進企画団

からは療養病院を介護保険の対象施設に含める案が提案

されたが決定できず，実行委員会からは公立の痴呆（認

知症）病院に限って含める案が出された．家族介護に対

する現金給付に関しては結論を留保したが，�実行委員会

からは国家資格を持って直接に介護した場合に限って現

金給付を例外的に認めるという案が出された．

　第三に，財源調達方式に関する事項である．推進企画

団の主催で行った公聴会で老人会，在宅福祉協会，農業

経営人中央会は社会保険方式を支持し，民主労総，社会

保障学会，老年学会は租税方式を支持していた．この結

果により，推進企画団は社会保険方式を主として租税で

補う方式を提案した．実行委員会においてもこのような

基調が維持された．

　第四に，管理運営システムに関する事項である．推進

企画団と実行委員会では国民健康保険公団を保険者と

し，�地方自治団体に療養保護老人の発掘，療養施設の拡

充など一部の役割を与えることで暫定決定した（保健

福祉部・実行委員会，2005；�保健福祉部・推進企画団，

2004）．

　政策参加者は推進企画団と実行委員会を中心にお互い

に依存関係をもって相互作用しており，各界民間委員の

参加が保障され全般的に協力する雰囲気であった．政策

代案模索期において政府の公式論議構造とは別にして民

間団体が関心分野に対する討論会などを活発に行ったこ

とは注目すべきである（パク・ハジョン，2008：88-91）．

②　日本�

　厚労省大臣の諮問機関である老人保健福祉審議会（以

下�‘老健審’と略す）は，1995 年２月から高齢者介護

対策本部の草案を中心に本格的な審議に着手し，1996

年４月には“高齢者の介護保険制度の創設について”と
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いう最終報告書を使用して介護保険制度の骨格を提示し

たが，保険者の問題は，被保険者の範囲などの主要な論

点については両論併記の形をとるなどの限界を示した．

これに連立３与党の国会議員で構成された与党福祉プロ

ジェクトチームのリーダーシップが発揮され介護保険制

度について検討された（ユン・ムンク，1999：76-77）．

　政策代案模索期における政策参加者としては，内閣（社

会保障制度審議会），厚生省（高齢者介護対策本部），老

健審，与党福祉プロジェクトチーム，保健医療界，�地方

自治団体，財界，労働界，社会福祉学界，民間保険業界，

言論など多様である．主導的な参加者は厚生省（高齢者

介護対策本部）と老健審などである．

　老健審と与党福祉プロジェクトチーム，社会保障制度

審議会においては，制度の主な骨格について最終結論を

出せないという限界があった．しかしながら，社会保険

方式という新たな老人介護システムの導入という点は厚

生省の考えと一致していた．老健審中心の代案検討によ

って利益団体の参加が制限的であり，老健審報告書の内

容について利益団体は慎重論，批判論などさまざまな意

見をみせたが政策産出への反映はなかった（和田�勝編 ,�

2007：�86-89）．

　厚生省と老健審で検討された制度の具体的な内容が利

害関係者に提示されていなかったため，市町村の反対意

見の提示と老健審内においても実質的な議論が行われな

かった．市町村は財政・行政負担の増加を懸念して，介

護保障に対する国の責任を地方自治団体と個人に転嫁さ

せようとする方式であるとして，国の責任による保険

の運営に関する意見書を厚労省に提出した（每日新聞 ,�

1996．４．16）．財界と労働界は各々の立場を代弁する中

立的な立場であって，民間保険業界と政府はアジェンダ

形成期から緊密な協調関係を維持した．そして，保健医

療界とは非公式接触を通じた相互信頼をもって協調関係

を維持した．反面，社会福祉学界は制度創設に対する慎

重な態度をみせた（パク・グァンジュン，1997：�224）．

⑵　政策ネットワーク模型と政策産出の比較分析�

　韓国の政策代案模索期の間の政策ネットワークは，政

府と専門家中心の政策共同体模型といえる．問題の性格

上，多様な団体と一般人が参加するイシューネットワー

ク模型になることもあるが，制度の全般に対する理解が

なければならないため現実的に参加者が制限されること

も考えられる．

　日本の政策代案模索期の間の政策ネットワークは，厚

生省と老健審中心の政策共同体模型に近い（イ・グァン

ジェ，2009：89，103）．韓国の場合，政策代案の検討段

階で多様な階層の意見清聴と公聴会が数回開催された．

しかし，日本の場合は主に厚生省諮問機関である老健審

を中心に代案検討が行われ，利益団体の参加が制限的で

あって，韓国に比べ閉鎖的な構造をもっているのが特徴

である．そして，老健審の最終報告の内容について保険

者と費用負担・費用方法など，制度の重要な点は最終的

な結論を出せずに両論併記したのは韓国の実行委員会の

運用形態と類似している．日本の政策代案模索期におい

てさまざまな政策参加者間の相互作用が微弱であるとい

う特性により，政策産出は高齢者介護対策本部の内部検

討試案，厚労省が老健審へ提案した内容と老健審の最終

報告案ということができる．

３）政府案の決定期

⑴　政府案決定過程と政策ネットワーク

①　韓国�

　保健福祉部は５月に党・政協議で実施案についての議

論，７月に国務総理主宰の関係長官会議で重点議論を経

て用意した老人スバル保険法制定のための公聴会を９月

に開催した後，立法予告をしており，関連団体から意見

を募集した．続いて規制審査委員会の規制の審査，法制
の法案審査などの立法手続きに従って，2006 年２月

の国務意決（総理議決）を経て国会に提出した（保健福

祉部，2005，2007．５）．

　この時期の政策参加者としては総理室，保健福祉部，

企画予算処，老人関連団体，市民団体，労働・経済団体，

医療団体，学会，与党，健康保險公団，言論などがあり，

主導的な参加者は政府，市民団体，労働・経済団体など

である�．

　参加者の利害については社会福祉政策の分析枠組みに

基づいてまとめる．第一に，適用対象の範囲について保

健福祉部は障害者と軽度者を排除することに決定した．

第二に，給付範囲について医師協会は医療領域が縮小さ

れ福祉サービス中心の制度がつくられることを‘現代版

高麗葬：現代版姥捨て山’と強く批判した．一方，現金

給付制度について政府はその認定事由をさらに限定させ

ることにした．第三に，財源調達方式に関して政府は企

画予算処の立場を反映して国庫支援の規模を大統領に委

任することにした．これは市民団体と労働団体から批判

を受けた．第四に，管理運営主体について保健福祉部，

企画予算処，行政自治部，健康保険公団は健康保険公団
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を主張し，市民団体，学界，医療界は�地方自治団体を

主張した．第五に，制度の施行時期については経総と参

与連帯は時期尚早を強調したが，政府も 2007 年７月の

施行は困難であるという考えをもっていた（保健福祉部，

2005）．

　学界・専門家集団，市民団体などの意見が反映された

実行委員会の提示案を政府側で適用対象と給付範囲を縮

小したのは政府側が意思決定において優位の立場に立っ

ていることを意味する．保健福祉部が政策ネットワーク

の中心にあり，市民団体，労働・経済団体が主導的参加

者として若干葛藤関係の立場で活発な議論が行われた

（パク・ハジョン，2008：�86-88）．

②　日本�

　厚労省は�地方自治団体からの意見を取りまとめて，

1996 年５月末�“介護保険制度修正試案”を与党福祉プ

ロジェクトチームと老健審へ提案，諮問依頼して承認答

申を受けた．６月与党政策調整会議は‘介護保険制度の

創設に関するワーキングチーム’を作り，全国６ヶ所で

地方公聴会を開催し意見募集をして，与党３党は９月に�

“介護保険法案大綱に関する修正（案）”を確定し，“公

的介護保険制度の実施時期について”合意した．しか

し，衆院の解散および厚生省幹部の大規模な汚職事件な

どで介護保険法案の提出が遅延された後，1996 年 11 月

末に厚生省は閣議を経て政府案として臨時国会に提出し

た（タン・ビョンウォン，2008：253-258）．

　政府案決定期において政策参加者は内閣，厚生省，連

立与党，関係審議会，�地方自治団体，日本医師会，経営者

団体連合会，社会福祉学界，女性界，言論などで参加者

の数が多様になった．主導的参加者は厚生省と連立与党

内の与党政策会議，与党福祉プロジェクトチームである．

　この時期は老健審が制度の主な争点を決められずに，

介護保険制度のシステムをめぐる利益団体間の利害調整

が困難な状況のなかで連立与党の関係者が政治的リーダ

シップを発揮して調整していく時期であると言える（チ

ャン・ビョンウォン ,�2008：�260）．厚生省は制度導入の

検討を最初から組織利益と社会利益の実現という側面

（増田�雅暢 ,�2001）から社会保険方式，保険者主体，現

金給付の未実施など主な体系を内部的に決めていた．そ

して連立与党と関係審議会との緊密な協調，マスコミを

通じての広報，同じ利害関係にある団体との連係を通じ

ての支持行動を促した．制度案の具体的な内容が発表さ

れると，利益団体が積極的に意見を出す様子をみせた．

市町村は過重な財政負担を強いられずに，安定的な運営

がされるように国家の責任において構築する必要がある

と厚生省試案に否定的な意見を示している（全国市長会

議，1996）．

　日本医師会は賛成する雰囲気であったが，進歩的な医

師団体は国家の財政責任を求めた（全日本民醫連理事會．�

1996）．社会福祉学界は積極的に批判する学者が多かっ

たし，女性界では性差別を理由にして批判が主流をなし

た（大澤眞理，1995）．

⑵　政策ネットワーク模型と政策産出の比較分析

　韓国と日本の政府案決定期の政策ネットワークの形態

は様々な利害関係団体が参加した�イシューネットワー

ク模型と類似している．

��そして韓国の政府案決定期における政策参加者間の相

互作用は非常に積極的に展開された時期であり政策ネッ

トワークの作動として政策産出に大きな影響を及ぼし

た．一方，日本の政府案決定期において制度創設の関係

機関の立場表明と意見陳述が旺盛に存在したにもかかわ

らず，政策産出への反映の程度は微々たる水準で，厚生

省と連立与党の緊密な協調体制で政策決定をする議員内

閣制という政治構造の基本的な特性と日本特有の族議員

の役割が際立つ政策過程を示している．丹羽雄哉衆議院

が提案した法案の多くの部分が制度に反映されており，

制度の目的に介護も医療の一環であるという意見が反映

されるなど政府案決定期には，利害関係団体の一部の意

見が政策産出に反映された（增田�雅暢，2003：73�; イ・

グァンジェ，2009：143）．

４）　国会審議決定期

⑴　国会審議決定過程と政策ネットワーク

①　韓国�

　政府案が国会に提出された後に，5 つの議員立法案が

国会保健福祉部常任委員会に一括上程され，社会福祉界

からの請願立法案が提出された．これに，国会では 11

月に公聴会の開催，利害関係者との懇談会の実施，数回

の法案審議を経て常任委員会に上程したが，管理運営主

体，受給者の範囲など争点については，議員の間で意見

の相違があり，法案審議が次の年に持ち越された．これ

に政府は政界，学界，專門家，関連協会長を招き，全国

８つの地域での政策討論会を開催した．与・野・政府間

の数回の協議を通じ，国会に提出された７つの法案を一

つの代案として採択した法案が 2007 年２月末の常任委
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介護保険政策過程の韓日間比較研究　　　　
―�政策ネットワークが政策決定に与える影響を中心に�―

を通過して本会議で４月２日に可決された（国会保健福

祉委員会法審査小委，2007）

　国会審議決定期における政策参加者としては国会（政

党），保健福祉部，市民団体，老人関連団体，障害者団体，

医療団体，地方自治団体，健康保険公団，言論などがあ

げられる．主導的参加者は国会，保健福祉部，市民・労

働団体である．政府案決定期の段階と異なる点は障害者

団体が新たに参加し，医療団体の参加が活発になった点

であり，保険者問題と関連して全国�地方自治団体長が

共同で意見を開陳した点である．

　参加者の利害は社会福祉政策の分析枠組みに基づいて

まとめる．第一に，適用対象者の範囲についてである．

適用対象者が政府案決定期のときより拡大されたが，こ

れは市民団体，学界，一部野党議員の意見が政策産出に

反映された結果である．

　第二に，管理主体に関して，市民団体，学界，老人福

祉施設協会では市郡区が役割を担当すべきであると主張

した．しかし，保健福祉部と健康保険公団は健康保険公

団が担当すべきであると主張し，政策産出に受け入れら

れた．

　第三に，国庫負担の増加および自己負担率の引き下げ

についての問題である．市民・労働団体は国庫負担を増

やし，サービス利用について自己負担を減らすべきであ

ると主張した．一方，保健福祉部は健康保険公団の国庫

支援レベル以上には支援することが困難であるという立

場を堅持した．在宅サービス利用に関する自己負担率の

一部引き下げは健康世の中ネットワーク，民主労総，韓

労総，民主労働党の意見が一部反映された結果である（国

会保健福祉常任委員会，2006．11．２）．

　政治的圧力団体である大韓老人会は国会審議過程で早

い法律通過のため政治的影響力を行使したと考えられ

る．老人福祉施設協議会は市郡区が管理運営主体となる

ように努めたが，あまり影響力はなかった（チェ・ギョ

ンエ，2007：88）．

　国会法案審議は国会の固有権限であるため，行政部よ

り優位にたって議員の立場を貫いた部分が多かった．し

かし，国庫支援の拡大，障害者包含の問題は予算につな

がる事項として制度実行の責任を負っている行政部の権

限が強いと言える．

　法律制定に対して全体的には同意ないし強調する雰囲

気であったが，主な争点に対しては参加者間対立および

葛藤する様子をみせた．政党間の政策連合は政党の理念

と政策志向によって行われず，政策懸案によって政党ま

たは議員別に多元化されている点がこの時期の特徴であ

る（イ・グァンジェ，2009：162）．

②　日本

　第 139 回の臨時国会に提出された介護保険法案は，汚

職事件の中心人物が法案作成に関連しているので撤回し

て再検討しなければならないと新進党と経団連などから

の強い抵抗があった（每日新聞，1996．11．30）．1997 年

１月の衆議院の厚生委員会主催の地方公聴会の開催，参

考人の意見聴取等の審議，12 月初旬に參議院の本会議

での修正法案が多数で可決され，12 月９日の衆議院の

本会議で議決された（ユン・ムンク，1999：91）．

　介護保険法案の国会審議決定期の政策参加者は国会

（自民党，社民党など各政党の衆議院と参議院），厚生省，

経営者総連合会，日経連，利益団体，言論などであり，

主導的参加者としては国会，厚生省，利益団体である．

介護保険法案は医療保険改革案とかみ合って民主党と政

策別連合を通じて二つの法案をセットにして成立させる

ものと合意し法案成立を成すことが出来た（日本經濟新

聞 ,�1997．４．15，�６．30）．

　厚生省とは実質的な協力関係を維持していた．利益団

体の権限は非常に弱い状態であったと言える．参加者間

の相互作用において新進党は法案について強い葛藤関係

をみせており，与党である自民党，社民党は野党である

民主党とは積極的な協調関係を維持しているものの，経

団連，日経連，マスコミなどとは強い葛藤関係をみせた

（ユン・ムンク，1999�:�88-90）．

⑵　政策ネットワーク模型と政策産出の比較分析�

　韓国の国会審議決定期における政策ネットワークは国

会が中心にあり，保健福祉部，市民団体が主導的な参加

者となり，医療団体，障害者団体が国会審議過程に参加

して，政策ネットワークの密度と相互作用の強さがより

一層高まったことが分かる．今までは利益集団の参加が

不足して，政府主導で国会と政策ネットワークを構成す

る未完の下位政府模型を成していたが，利害関係団体の

活発な相互作用が行われ国会審議決定期は，典型的な鉄

の三角または下位政府の政策ネットワーク模型といえ

る．

　一方で，日本の場合は，国会が政策ネットワークの中

心にあり，厚労省，利害関係団体の参加があったので，

下位政府模型に近い．典型的な下位政府模型�というよ

りは国会と厚労省が主導的であり，利害関係団体が補助

的に支持されて多少変形された形であるといえる．
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５）法の成立から施行前までの状況の比較分析

　法律の成立から法の施行直前までの状況に対して韓国

と日本を比較してみると，韓国の場合は制度施行の準備

不足，施設・人力インフラ不足などで懸念する反応をみ

せたが，法が制定され施行する前まで１年２ヶ月の間に

比較的体系的であって，安定的な雰囲気のなかで制度施

行のための準備が進められたといえる．これに比べ，日

本の場合は介護保険法の制定以前にも多い議論が行われ

たが，法制定以降から法施行以前までも数回制度実施の

延期論，財政方式の修正論など数多くの政治的混乱が存

在した．これはアジェンダ形成から国会審議議決までほ

ぼ政府主導のもとで一方的に進められ，政策決定の前の

過程においての議論手続き，方法など議論過程で大きな

問題点を内包していたことを示すものである．

６．研究の示唆点と限界�

　日本の介護保険制度の政策決定過程が，韓国の介護保

険制度の導入のためのベンチマーキングの対象とされて

きたことは周知の事実である．しかし，本研究を通じて，

日本の介護保険制度の政策決定過程に多くの限界がある

ことを確認することができた．過度な政府主導型の政策

ネットワークの特性に応じて，政策決定の参加の利害関

係団体からの議論の構造が不足し，主張する意見が政策

産出に反映される程度が微々たる水準である点，政治的

影響力が大きい国会議員個人の意見が政策産出に大きな

比重で反映されたのは日本社会の特性の一断面を見せて

いる点，法制定以後，法施行前までの準備期間において

も運営主体である地方自治団体の数回に渡る制度の実施

延期の提案や財政方式の修正論など，多くの政治的な論

争が発生した点などは，日本の制度の政策決定過程の実

質的な姿を見せている．�

　日本の介護保険制度の政策過程からわかるように，政

策参加者の数が多いから良い政策ネットワークが稼動さ

れるとはいえず，政策参加者の数も多く様々な政策参加

者が公聴会，討論会などを通じて，実質的に意見を自由

に開陳し共有することができる開放的な相互作用システ

ムの構築が重要であることを確認することができた．そ

して，韓国と日本の政策ネットワークの特徴は政府主導

型であり，制度に対する知識や情報を政府が独占して主

導的政策参加者としての相互作用が行われ，政策産出に

大きな影響を及ぼすことになる結果を招くことになっ

た．過度な政府主導の政策ネットワークは，政策産出に

おいて政府の意志をあまりも反映させるという欠点があ

ることを確認することができた．�

　また，利害関係団体の代わりに，学界，専門家の集団，

または老健審などを中心とした非典型的な政策ネットワ

ークを示した．制度についての情報や知識を，さまざま

なチャネルを介して共有し政策参加者の範囲を拡大し，

開陣された意見を実質的に政策産出に反映させる必要性

が大きいという点が，本研究の示唆点として挙げられる．�

　介護保険制度（老人長期療養保険制度）の単一の事例

を政策環境と政治形態がかなり異なっていると見ること

ができる日本の介護保険制度と政策過程に基づいて政策

ネットワークを比較解析しており，これを政策ネットワ

ーク理論に一般化するには限界がある．韓国の場合，老

人長期療養保険制度の政策執行の初期の段階であり政策

執行と政策評価の両方が行われたと見られないため，政

策産出が政策環境に，そして政策ネットワークに影響を

与える政策還流過程を分析することができない現実的な

限界がある．政策過程の政策ネットワークの特性は，政

策過程の全過程を網羅する分析が必要であり，今後，政

策執行と政策評価の過程が進み政策の全過程が行われる

と，本研究で追求しようとする本来の研究の分析が完成

されることになる．
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